
  単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【総務課】 

 

県有庁舎管理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

336,944 

(454,376) 

 

使      71,104 

 

諸      13,108 

 

起     115,900 

        

○一     136,832 

 

 

県庁舎施設の良好な維持管理および執務環境の確保を図るため、施設

の改修、維持補修を行う。 

 

長１ 県有庁舎長寿命化等推進事業費                     130,887 

 

(1) 県庁舎更新・改修事業                            117,086 

    県庁舎の更新・改修計画に基づき、故障時の部品供給期限を超え

ている中央監視制御装置の更新を行う。 

 

(2) 県庁舎等予防保全事業                          13,801 

    県庁舎等の長期保全計画に基づく事業を実施する。 

 

① 大津合同庁舎冷温水発生器部品取替        9,400 

② 県庁東館外壁改修工事設計            3,021 

③ 大津合同庁舎屋上防水改修工事設計        1,380 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【私学・県立大学振興

課】 

 

私立学校振興対策費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     5,979,146 

   (6,099,135) 

    

国   2,433,817 

 

使      1 

 

諸         416 

    

○一   3,544,912 

 

 

 

 

 

私立学校の振興と保護者の負担軽減を図るため各種事業を実施する。 

 

１ 私学経営安定事業                  3,549,754 

 

(1) 私立学校振興補助金                         3,537,322 

       私立学校の経営の安定化および保護者負担の軽減を図るため、私

立学校の経常経費に対して助成する。 

 

２  保護者負担軽減補助事業                     2,192,026 

 

(1) 高等学校等就学支援金交付金                  1,771,889 

私立高等学校等の授業料負担の軽減を図るため、保護者等の収入

状況に応じて国の就学支援金を支給する。 

 

(2) 私立高等学校等特別修学補助金                  160,733 

       私立高等学校等の授業料負担の軽減を図るため、国の就学支援金

の支給が低額となる中間所得層の世帯を対象として、上乗せ補助を

行う。 

 

(3) 奨学のための給付金                           128,853 

    私立高等学校等の授業料以外の教育費を支援するため、低所得者

層の世帯を対象として、奨学のための給付金を支給する。 

 

   (4) 私立中学校等修学支援補助金                     5,200 

       私立中学校等の授業料負担の軽減を図るため、保護者等の収入状

況に応じて助成する。 

 

(5) 子育てのための施設等利用給付                    100,996 

       私立幼稚園の利用料の無償化に要する費用の一部を負担する。 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  (6) 専修学校授業料等減免補助金                        7,858 

私立専修学校の授業料負担の軽減を図るため、学校が行う授業料

減免事業に対して助成する。 

                            

３ 教育条件充実向上事業                      232,033 

 

(1) 私立幼稚園等特別支援教育事業費補助金          90,360 

    心身に障害を有する幼児への特別支援教育事業に対して補助金

を交付する。 

  

 (2) 私学退職金財団補助金                             79,472 

    一般財団法人滋賀県私学退職金財団に対して補助金を交付する。 

 

(3) 日本私立学校振興・共済事業団補助金               50,071    

日本私立学校振興・共済事業団に対して補助金を交付する。 

 

(4) 私立幼稚園教育支援体制整備費補助金            10,848 

       幼児教育の質の向上や園務改善のための整備等に対して補助金

を交付する。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

公立大学法人振興費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

3,363,942 

(3,272,110） 

         

国   60,435 

 

財     14 

 

起   523,200 

      

○一   2,780,293 

 

公立大学法人滋賀県立大学が、中期計画や年度目標に基づき適切に運

営できるよう、設立団体として大学運営に必要な経費の一部を交付する。 

 

１ 公立大学法人滋賀県立大学運営費交付金           2,608,461 

 

(1) 通常分                      2,467,156 

 

重 (2) 地域産業活性化・地方創生に向けた高度ＩＣＴ人材育成事業 

                                21,838 

    将来の滋賀の産業の活性化と地方創生に向け、滋賀県立大学にお

いてＩＣＴを駆使できる高度な数理・情報専門人材を育成するとと

もに、市町や企業と連携しながらＩＣＴを用いた地域課題の解決・

製品開発等に取り組む。 

 

重 (3) 学生の力による元気滋賀絆づくり創出プロジェクト事業  

11,601 

ＳＤＧｓの視点に立った持続可能な地域コミュニティを支える人

材、地域づくりや地域の課題解決の中核となる人材を育成するとと

もに、新しい生活様式に対応した学生の地域活動を支援し、学生を

はじめ住民等に対するＳＤＧｓの普及啓発・活動支援を行う。 

 

２ 公立大学法人滋賀県立大学施設・設備整備費補助金  392,125 

 

   滋賀県立大学が施設更新計画に基づいて行う、空調設備や直流電

源設備等の更新工事に要する経費に対し、補助金を交付する。 

 

３ 公立大学法人滋賀県立大学授業料等減免補助金    155,815 

 

   大学等における修学の支援に関する法律に基づき、滋賀県立大学

が実施する授業料等減免に要する費用に対し、補助金を交付する。 

                                                        

感４ 新型コロナウイルス感染症対策環境整備等補助金   49,516 

 

    新型コロナウイルス感染症対策に必要な受講環境整備にかかる経

費に対し、補助金を交付する。 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【人事課】 

 

政策研修センター運

営費 

 

 

 

 

 

 

 

21,151 

       (22,266) 

 

使          35 

 

諸         617 

 

○一      20,499 

 

 

１ ピアザ淡海あり方検討事業                  620 

 

ピアザ淡海の区分所有者で構成するピアザ淡海あり方検討会議で

定めた利活用方針を具体化するため、県負担金を支出する。 

 

県入居施設別負担金額  

施設名 予算計上課 負担額 

政策研修センター 人事課 620 

県民交流センター 県民活動生活課 1,837 

パスポートセンター 国際課   125 

県負担金計 2,582 

    

 

 

人事管理費 

 

129,558 

      (110,986) 

 

国      874 

 

財    1,536 

 

諸       3,420 

        

○一     123,728 

 

１ 不祥事の再発防止のための取組                 409 

 

不祥事の再発防止やハラスメントのない職場環境づくりを推進す

るため、職員のコンプライアンス意識の向上に向けた研修等を実施

する。 

 

  

 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【税政課】 

 

公金取扱費 

 

 

 

 

 

 

2,734,447 

   (2,718,530) 

 

○一   2,734,447 

 

 

 

県税に係る徴収金を収納するために必要な経費を負担する。 

 

 １ 県税徴収事務取扱交付金                2,702,692 

   地方税法等の規定に基づく徴収事務取扱費を国、市町ならびに特

別徴収義務者に交付する。 

 

 

諸支出金（税務関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66,537,077 

   (61,981,077) 

 

○一  66,537,077 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税法の規定に基づき、都道府県清算金、市町交付金および還付金

を支出する。 

 

 １ 都道府県清算金                   25,846,000 

   地方消費税清算金を支払いの必要な都道府県に支出する。 

 

 ２ 市町交付金                     37,191,067 

   地方消費税交付金等、県税収入の一定割合を県内市町に交付する。 

 

  ３ 県税過誤納還付金                    3,500,000 

   県税として納付された過年度分の過誤納金等を還付する。 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

【市町振興課】 

 

市町振興調整費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,437,695 

(1,390,651) 

 

諸     678,000 

  

○一   759,695 

 

 

 

 １ 知事許認可権限等移譲事務市町交付金            224,495 

 

    滋賀県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例の規定

に基づき市町長が処理する事務について、その処理に要する経費と

して毎年度知事が定める額を基準に算定した額を交付金として交付

する。  

 

重２ 自治振興交付金                     526,500 

 

    地域の実情に応じて、市町の自主的な判断による弾力的で自由度

の高い施策展開を支援する交付金を交付する。 

  

(1) 選択事業                     480,000 

    市町が48メニューの中から自由に選択して行う事業の実施を支

援する。 

 

(2) 提案事業                          46,500 

人口減少を見据え、市町の地域特性や課題に応じた創意と工夫の

ある施策展開や相互連携を促す事業の実施を支援する。また、特別

枠を設け、「新しい生活様式」に対応することを目指す市町の移住促

進の取組を支援する。 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

地域自治振興費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

24,299 

       (25,879) 

      

国       9,316 

 

諸       300 

     

○一      14,683 

 

 

                             

重１ 「やま・さと・まち」移住・交流推進事業           19,859 

 

    豊かな自然や、恵まれた子育て環境の中での、滋賀の魅力ある暮

らしぶりを県外へ広くＰＲするとともに、移住施策に取り組む市町

と連携し、移住・交流の推進に取り組む。 

  

 ２ 離島振興費                                    1,783 

 

    離島振興法に基づく離島振興対策実施地域に指定されている沖島

が所在する近江八幡市に対し、滋賀県離島振興交付金を交付し、産

業活動の活性化および交流・定住の促進等を図る。 

 

重３ 未来を拓く地域づくり推進事業                   469 

 

  多種多様化する地域課題の解決に向けて、地域コミュニティを支

援する市町に対して、持続可能な地域コミュニティの実現に向けた

取組が検討・研究できるよう支援を行う。  

 

衆議院議員総選挙執

行費 

 

 

       898,434 

   （      -） 

 

国   898,434 

 

 令和３年 10 月 21 日に任期満了となる衆議院議員の選挙の執行に要す

る経費 

 

 １ 県選挙管理委員会の管理執行事務費等        189,458 

 

 ２ 政見放送録画録音委託料              41,691 

 

 ３ 市町交付金                    667,285 



単位：千円  

事   業   名 当初予算額 

（前年度予算額） 

説            明 

 

【市町振興資金貸付

事業特別会計】 

 

市町振興資金貸付金 

 

160,000 

(160,000) 

 

諸     160,000 

 

市町が行う地域の振興のための事業に要する資金の貸付を行う。 

 

 １ 貸付先 

   市町および一部事務組合等 

 

 ２ 貸付対象事業 

   公共施設の整備等の事業 

 

 ３ 貸付枠 

   (1)一般事業資金                                130,000 

(2)特別事業資金 

      地域政策課題分                              30,000 



【事業課】

単位：千円（税込）　

 １　重点的取組事項

 ２　業務の予定量

(日) 186             

(千円) 48,700,000      

(千円) 261,828         

(千円) 14,100,000      

 ３　収益的収支額

モーターボート競走事業収益 A 41,897,300      51,674,100      

営業収益 41,837,227      51,292,785      

うち開催収益 39,200,000      48,700,000      

うち本場売上 3,855,000       3,850,000       

　　ボートピア 892,000         850,000         

　　電話投票 17,877,000      27,900,000      

　　場間場外 15,576,000      15,100,000      

　　場間場外発売受託事業収益 2,517,302       2,476,700       

　　その他営業収益 119,925         116,085         

営業外収益 60,073          60,528          

特別利益 - 320,787         

モーターボート競走事業費用 B 41,797,300      51,109,000      

営業費用 41,449,733      50,440,736      

うち開催費 37,759,292      46,811,842      

　　減価償却費 385,120         383,965         

営業外費用 347,567         668,264         

うち支払利息及び企業債取扱諸費 23,896          18,392          

　　繰出金 300,000         600,000         

差引収支 A-B 100,000         565,100         
資金収支

482,434         972,173         

年 間 場 間 場 外 受 託 発 売 金 額

前年度予算額 当年度予算額

１ 日 平 均 勝 舟 投 票 券 発 売 金 額

モーターボート競走事業会計

当初予算額および説明　【収益的収支】

令和３年度は、近畿地区選手権（ＧⅠ）、モーターボート大賞（ＧⅡ）の開催による収入の増加
を図るとともに、電話投票会員の満足度を向上させ、収益の拡大を図る。

年 間 開 催 日 数

年 間 勝 舟 投 票 券 発 売 金 額



単位：千円（税込）　

 １　主な建設改良事業

 　　選手宿舎個室化改修、消波装置更新

 ２　資本的収支額

資本的収入 A 15,000          43,500          

資本的支出 B 1,330,300       1,124,300       

うち建設改良費 206,640         495,530         

うち企業債償還金 1,122,458       627,549         

差引収支 A-B

(損益勘定留保資金等で補塡する) 1,315,300△      1,080,800△      

 ３　年度末公営競技施設整備事業債残高見込み

年度末公営競技施設整備事業債残高見込み 2,376,418       1,748,869       

当初予算額および説明　【資本的収支】

前年度予算額 当年度予算額

前年度予算額 当年度予算額


